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貸 借 対 照 表 

（2024 年２月 29 日現在） 

（単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産 320,143 流動負債 79,797 

現金及び預金 177,783  買掛金 16,984  

受取手形 

売掛金 

2,502 

63,401 

一年以内償還社債 

一年内返済予定長期借入金 

10,000 

9,192 

商品及び製品 23,497  リース債務 3,828  

原材料及び貯蔵品 

前渡金 

前払費用 

11,388 

37,316 

1,929  

未払金 

未払費用 

未払消費税等 

8,689 

3,375 

5,585 

未収還付法人税等 2,389 契約負債 17,742 

その他 30 預り金 1,379 

貸倒引当金 △96  賞与引当金 3,020 

固定資産 41,735  固定負債 41,503 

有形固定資産 33,987 社債 20,000  

建物 

建物附属設備 

0 

4,798 

長期借入金 

リース債務 

11,194 

10,309 

機械及び装置 11,282 負債合計 121,300 

車両運搬具 

工具、器具及び備品 

3,432 

2,347 

（純資産の部） 

株主資本 

 

240,578 

リース資産 

無形固定資産 

12,125 

693 

資本金 

利益剰余金 

10,000 

230,578 

電話加入権 370 その他利益剰余金 230,578 

ソフトウエア 322    繰越利益剰余金 230,578 

投資その他の資産 

投資有価証券 

7,055 

290 

 

 

 

 

敷金及び保証金 1,800   

繰延税金資産 4,714   

その他 250 純資産合計 240,578  

資産合計 361,878  負債・純資産合計 361,878  
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損 益 計 算 書 

2023 年 0 3 月 01 日から 

2024 年 0 2 月 29 日まで 

（単位：千円） 

科  目 金  額 

売上高    1,684,281  

売上原価    1,414,389  

 売上総利益  269,892  

販売費及び一般管理費  226,041  

 営業利益  43,850 

営業外収益     

 

 

受取利息 

受取手数料 

雑収入 

1 

14 

1 

 

 

17  

営業外費用     

 

 

支払利息 

社債利息 

1,147 

76 

 

 支払保証料 332 1,556 

 経常利益  42,311  

特別利益     

 固定資産売却益 208 208 

特別損失     

 固定資産売却損 

固定資産除却損 

0 

6 

 

6 

 税引前当期純利益  42,513  

 

 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

9,145 

1,885 

 

11,031 

 当期純利益  31,482  
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株主資本等変動計算書 

2023 年 0 3 月 01 日から 

2024 年 0 2 月 29 日まで 

（単位：千円） 

 株主資本 

純資産 

合計 資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 利益準備金 

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 10,000 ‐ 199,095 199,095 209,095 209,095 

当期変動額       

当期純利益   31,482 31,482 31,482 31,482 

当期変動額合計 ‐ ‐ 31,482 31,482 31,482 31,482 

当期末残高 10,000 ‐ 230,578 230,578 240,578 240,578 
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個 別 注 記 表 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等 

   総平均法による原価法を採用しております。 

  （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。 

商品、製品、原材料、貯蔵品   総平均法による原価法 

（３）固定資産の減価償却の方法 

１）有形固定資産（リース資産を除く） 

      定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

      建物            10年 

      建物附属設備     10年～15年 

      機械及び装置     ４年～８年 

      車両運搬具      ２年～６年 

      工具、器具及び備品  ３年～８年 

２）無形固定資産（リース資産を除く） 

      定額法を採用しております。 

      なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

    ３）リース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。     

    ４）長期前払費用 

    定額法を採用しております。  

（４）引当金の計上基準 

１）貸倒引当金 

      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

２）賞与引当金 

      従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に負担すべき額を計上しております。 

（５）収益及び費用の計上基準 

   当社は、主に代理店向けに尿素水の原料となる尿素やメンテナンス商材等の販売、尿素水の製造・販売を行っ

ており、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商

品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、

引渡時点で収益を認識しております。また、一部の商品又は製品の国内販売において、出荷時から当該商品又は

製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。 

 

Ⅱ 貸借対照表に関する注記 

  ・有形固定資産の減価償却累計額   55,380 千円 

   なお、上記減価償却累計額に減損損失による減価償却累計額 3,165 千円が含まれております。 
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Ⅲ 株主資本等変動計算書に関する注記 

  当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式       234,600 株 

 

Ⅳ 税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

未払事業税 39 千円 

長期前払費用 206 千円 

減価償却超過額 159 千円 

賞与引当金 1,014 千円 

未払費用  151 千円 

貯蔵品 3,143 千円 

特許権 335 千円 

繰延税金資産小計  5,050 千円 

評価性引当額  △335 千円 

繰延税金資産合計 4,714 千円 

 

Ⅴ 金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に関する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等の金融機関からの借入、

社債の発行及び新株発行による方針であります。また、デリバティブ取引に関しては行わない方針であります。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形、売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、取引先企業との円

滑な営業推進のために保有しておりますが、非上場株式のため取引先企業の信用リスクに晒されております。営業

債務である買掛金、未払金はその全てが１ヶ月以内の支払期日であります。社債、借入金及びリース債務は、主に

運転資金とすることを目的として調達したものであり、償還日及び返済期日は決算日後、最長で４年５ヶ月後であ

ります。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

１）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権である受取手形、売掛金については、経常的に発生しており、担当者が所定の手続きに従い、債権回

収状況を定期的にモニタリンングし、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。 

特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会において、取引実行の決定や回収状況の報告などを行い

ます。 

    ２）市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 

借入金については、市場金利等の動向を継続的に把握することにより、金利の変動リスクを管理しておりま

す。 

    ３）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

営業債務である買掛金、未払金については、月次単位での支払予定を把握するとともに、手許流動性の維持な

どにより流動性リスクを管理しております。 
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（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる条 件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 2024 年２月 29 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「未収還付法

人税等」、「買掛金」、「未払金」、「未払消費税等」、「契約負債」については、現金であること、及び短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

 貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

（１）社債（一年以内償還社債含む） 30,000  29,885 △114 

（２）長期借入金（一年内返済予定長期借入金含む） 20,386 20,409 23 

（３）リース債務（一年内返済予定のリース債務含む） 14,137 14,141 4 

 

（注）市場価格のない株式等は、以下のとおりであります。 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 290 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

  金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。 

 

   レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

   レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価 

   レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

   時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品 

     該当事項はありません。 
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  （２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

（１）社債（１年内償還予定を含む） － 29,885 － 29,885 

（２）長期借入金（１年内返済予定を含む） － 20,409 － 20,409 

（３）リース債務（１年内返済予定を含む） － 14,141 － 14,141 

負債計 － 64,436 － 64,436 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

 

  （１）社債（１年内償還予定を含む） 

      社債の元利金の合計額を、同様の新規社債発行を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

  （２）長期借入金（１年内返済予定を含む） 

      変動金利分に関しては、短期間での市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると考えら

れるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、長期借入金の元利金の合計額を、同様の

新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類し

ております。 

  （３）リース債務（１年内返済予定を含む） 

      リース債務の元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

Ⅵ 収益認識に関する注記 

  （収益を理解するための基礎となる情報） 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

Ⅶ １株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額    1,025 円 48 銭 

１株当たり当期純利益   0,134 円 20 銭 

 

Ⅷ 重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 

 


